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24 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

　合計特殊出生率の出生構造である結婚要因と夫婦の
出生要因に対する子育て環境の影響を把握するため、本

「見える化」ツールは、子育て環境指標、評価分野、評価
要素から成る独自の指標体系を有しています（ 図Ⅲ－1  ）。

１ 指標体系のロジックとデータ

（1）指標体系
「見える化」ツールは独自の指標体系を持っている

　子育て環境指標はいくつかの評価分野
をまとめることにより作成します。これ
によって、「見える化」ツールを利用した
施策を通じ、地域の子育て環境の進展が
担保されます。

　評価分野は子育て環境が出生率に影響
を及ぼすロジックを表し、この指標体系
の中心です。本ツールでは 20 の評価分
野を設定しました。

　評価要素は、各評価分野の子育て環境
を数値化するデータです。また、評価要
素を利用した統計分析によって評価分野
が表すロジックの妥当性を検証します。
本ツールで利用した評価要素は 49 個に
なります。

①
子育て環境
指標

②
評価分野

③
評価要素

Ⅲ 指標体系と因果関係の検証

指
標
体
系
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25 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

図Ⅲ－1　「見える化」ツールの指標体系（矢印はデータ作成の方向）

データ作成の方向 内		容 作成方法

（地域の子育て環境
との連結）

● 地域の子育て環境を総合的に表す
四つの指標（風土づくり、まちづ
くり、雇用環境、地域コミュニ
ティ）です。

● 各評価分野を子育て環境指標に分類しまし
た（次ページ 図Ⅲ－2 ）。

● 子育て環境指標の値は、評価分野のスコア
を統合して算出しました。

● 統合の方法は、評価分野のスコアを偏差値
化し、重回帰分析の標準偏回帰係数平均値

（後述）を重みとして加重幾何平均を算出し
ました。

● どの評価分野を統合して四つの子育て環境
指標を作成したかは、次ページの 図Ⅲ－2
の実線と点線の矢印が示しています。実線
と点線に重み付けは行っていません。

（因果関係のロジック）

● 出生率に影響を及ぼすロジック
を設定でき、数値により評価可
能な子育て環境の分野です。

● 出生率に影響を及ぼす子育て環
境を概念化します。

● 評価分野のスコアを利用して、出
生率との因果関係を検証します。

● 出生率の要因を分析した学術論文等を
収集・分類し、子育て環境の分野を設
定しました。

● 府内市町村の特性を反映させるため、地
域特性と出生率の関係を調べる市町村
調査を実施し、ロジックを設定したも
のもあります。

● 評価要素のデータを主成分分析により
合成してスコアを算出しました。

（計測可能なデータ）

● 評価分野ごとに地域の子育て環
境の状況を把握する計測可能な
データです。

● 学術論文等の分析に利用されている指
標のほか、国の少子化対策評価ツール
に採用されている指標や京都府の地域
特性を表す指標を評価要素として選定
しました。

子育て環境
指標

評価分野

評価要素
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26 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

評価分野 評価分野設定のロジック 評価要素（計49 要素、重複を含む）

①職住近接性 近接地域に就業の場と住居があると、生活にゆとりが生まれ、男性の家事・育児
参加が進み、仕事と子育ての両立が可能となることから、出生率が上昇する。 通勤時間（逆相関） 市町村内通勤率

②交通利便性 就業の場と住居の間に距離があっても公共交通等の利便性が高いと、生活時間に
ゆとりが生まれることから、出生率が上昇する。 公共交通利用率 鉄道利用率

③男女の雇用均等 未婚女性の就業者の増加は、男女の出会いの機会が増え、共働きによる世帯所得
の増加は経済的ゆとりが生まれることから、有配偶率及び出生率が上昇する。 未婚女性就業率 有配偶女性就業率 共働き世帯割合 就業者性比（男 / 女） 女性の離職率（逆相関）

④企業のサポート 企業の結婚・出産・子育てに対するサポートは、従業員の仕事と家庭・子育ての
両立を容易にすることから、出生率が上昇する。

職場づくり行動宣言企
業数

子育て応援パスポート
登録店舗数

⑤住宅環境
   （結婚・第１子まで）

取得しやすい賃貸住宅の供給が多い地域は、若い夫婦の定住や地域内への流入が
起こりやすいことから、有配偶率及び第１子の出生率が上昇する。

一般世帯の借家居住割
合 若年層人口転入率

⑥住宅環境
   （第２子以降）

住宅空間のゆとりは、生活を安定化させる効果があることから、第２子以降の出
生率が上昇する。 一戸建て比率 持ち家比率 住宅延べ床面積

⑦安全・安心 子どもに関する事故・事件が少ないことによる子育ての安心感は、子どもを持つ
意欲を高めることから、出生率が上昇する。

子どもの交通事故死傷
者数（逆相関）

刑法犯認知件数
（逆相関）

⑧生活利便性 生活利便性は、子どもを持つ意欲がある夫婦の居住地選択の条件となり、生活時
間のゆとりが生まれることから、出生率が上昇する。

小売・生活関連サービ
ス業集積度 大規模店舗数

⑨外遊び環境 自然体験の豊かさや外遊び体験は、「生きる力」や「自己肯定感」を育て、それら
は子どもを持つ意欲や子育ての肯定感を強めることから、出生率が上昇する。 自然公園面積 林野面積割合

⑩保健・医療環境 保健・医療の水準は、妊娠・出産・子育ての安心感を与え、子どもを持つ意欲が
高まることから、出生率が上昇する。 医師偏在指標 (産科) 医師偏在指標 (小児科) 保健師数（二次医療圏）

( 小児科 )

⑪保育サービス
    （量的） 仕事と子育ての両立ができると、共働き世帯の出生率が上昇する。 保育所待機児童数

（逆相関）
保育所数（地域型保育
事業所を含む）

保育所定員数（地域型
保育事業所を含む）

⑫保育サービス
   （多様性）

ニーズに応じた保育サービスが利用できると、仕事と子育ての両立が一層容易に
なることから、共働き世帯の出生率が上昇する。 延長保育実施率 一時預かり保育実施率

⑬所得水準 所得が多いと、結婚のための所得のゆとり感が増し、希望子ども数を持てる支出
が可能となることから、出生率が上昇する。 課税対象所得額 雇用者所得額 世帯所得額

⑭雇用の安定性 正規雇用であると、将来の安定した生活の見通しが得られることから、有配偶率
が上昇するとともに、子どもを持つ意欲が高まることで、出生率が上昇する。 男性正規雇用割合 完全失業率（逆相関） 有効求人倍率

⑮産業活力 若年層が働きたいと思う活力ある就業の場が存在し、そこで仕事と家庭・子育て
が両立できる環境があれば、出生率が上昇する。 新設事業所割合 新設事業所従業者割合 GDP 成長率

⑯産業・職業の多様性 産業や職業が多様であると、ライフスタイルに応じた就業形態や働き方を選択す
ることができるため、仕事と家庭・子育ての両立を通じて、出生率が上昇する。 産業多様性指数 職業多様性指数

⑰人々のつながり ソーシャル・キャピタルが蓄積された社会では、子育て世帯に対するやさしい風
土があり、地域から得られるサポートが多いため、有配偶率や出生率が上昇する。 消防団員数 刑法犯認知件数

（逆相関）
子育て支援関連
NPO 数

⑱伝統文化 伝統文化等を継承するためには住民相互の強いつながりが必要であり、定住を促
進したり、子育てにやさしい風土を生むため、有配偶率や出生率が上昇する。

京都府指定・登録無形文化
財・民俗文化財等の登録数 伝統的工芸品指定数

⑲子どもの頃の経験 結婚や子どもを持つことに対する肯定感は、親や身近な者から伝播している可能
性があり、それらは子どもの頃の経験を通じて生じると考えられる。 多子世帯割合 三世代世帯割合

⑳自治体サポート 自治体の子育て支援策により、子育ての経済的負担が軽減されるほか、情報提供や助言、
子育て世帯間の交流により、子育てに安心感を与えることができる。 地域子育て支援拠点数 児童福祉費（決算額）

　指標の全体構成と評価分野のロジックを 図Ⅲ－2  に表しました。評価分野のロジックが中央にあり、ロ
ジックに基づき子育て環境を概念化した 20の評価分野が設定されています。20の評価分野は地域の子育
て環境を総合的に表す四つの子育て環境指標のいずれかに結び付いています。

ロジックである 20 の評価分野が指標体系の中心

（2）指標の構成

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

雇
用
環
境

風
土
づ
く
り

ま
ち
づ
く
り

合
計
特
殊
出
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図Ⅲ－2　指標の構成と評価分野のロジック

子育て環境指標
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27 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

評価分野 評価分野設定のロジック 評価要素（計49 要素、重複を含む）

①職住近接性 近接地域に就業の場と住居があると、生活にゆとりが生まれ、男性の家事・育児
参加が進み、仕事と子育ての両立が可能となることから、出生率が上昇する。 通勤時間（逆相関） 市町村内通勤率

②交通利便性 就業の場と住居の間に距離があっても公共交通等の利便性が高いと、生活時間に
ゆとりが生まれることから、出生率が上昇する。 公共交通利用率 鉄道利用率

③男女の雇用均等 未婚女性の就業者の増加は、男女の出会いの機会が増え、共働きによる世帯所得
の増加は経済的ゆとりが生まれることから、有配偶率及び出生率が上昇する。 未婚女性就業率 有配偶女性就業率 共働き世帯割合 就業者性比（男 / 女） 女性の離職率（逆相関）

④企業のサポート 企業の結婚・出産・子育てに対するサポートは、従業員の仕事と家庭・子育ての
両立を容易にすることから、出生率が上昇する。

職場づくり行動宣言企
業数

子育て応援パスポート
登録店舗数

⑤住宅環境
   （結婚・第１子まで）

取得しやすい賃貸住宅の供給が多い地域は、若い夫婦の定住や地域内への流入が
起こりやすいことから、有配偶率及び第１子の出生率が上昇する。

一般世帯の借家居住割
合 若年層人口転入率

⑥住宅環境
   （第２子以降）

住宅空間のゆとりは、生活を安定化させる効果があることから、第２子以降の出
生率が上昇する。 一戸建て比率 持ち家比率 住宅延べ床面積

⑦安全・安心 子どもに関する事故・事件が少ないことによる子育ての安心感は、子どもを持つ
意欲を高めることから、出生率が上昇する。

子どもの交通事故死傷
者数（逆相関）

刑法犯認知件数
（逆相関）

⑧生活利便性 生活利便性は、子どもを持つ意欲がある夫婦の居住地選択の条件となり、生活時
間のゆとりが生まれることから、出生率が上昇する。

小売・生活関連サービ
ス業集積度 大規模店舗数

⑨外遊び環境 自然体験の豊かさや外遊び体験は、「生きる力」や「自己肯定感」を育て、それら
は子どもを持つ意欲や子育ての肯定感を強めることから、出生率が上昇する。 自然公園面積 林野面積割合

⑩保健・医療環境 保健・医療の水準は、妊娠・出産・子育ての安心感を与え、子どもを持つ意欲が
高まることから、出生率が上昇する。 医師偏在指標 (産科) 医師偏在指標 (小児科) 保健師数（二次医療圏）

( 小児科 )

⑪保育サービス
    （量的） 仕事と子育ての両立ができると、共働き世帯の出生率が上昇する。 保育所待機児童数

（逆相関）
保育所数（地域型保育
事業所を含む）

保育所定員数（地域型
保育事業所を含む）

⑫保育サービス
   （多様性）

ニーズに応じた保育サービスが利用できると、仕事と子育ての両立が一層容易に
なることから、共働き世帯の出生率が上昇する。 延長保育実施率 一時預かり保育実施率

⑬所得水準 所得が多いと、結婚のための所得のゆとり感が増し、希望子ども数を持てる支出
が可能となることから、出生率が上昇する。 課税対象所得額 雇用者所得額 世帯所得額

⑭雇用の安定性 正規雇用であると、将来の安定した生活の見通しが得られることから、有配偶率
が上昇するとともに、子どもを持つ意欲が高まることで、出生率が上昇する。 男性正規雇用割合 完全失業率（逆相関） 有効求人倍率

⑮産業活力 若年層が働きたいと思う活力ある就業の場が存在し、そこで仕事と家庭・子育て
が両立できる環境があれば、出生率が上昇する。 新設事業所割合 新設事業所従業者割合 GDP 成長率

⑯産業・職業の多様性 産業や職業が多様であると、ライフスタイルに応じた就業形態や働き方を選択す
ることができるため、仕事と家庭・子育ての両立を通じて、出生率が上昇する。 産業多様性指数 職業多様性指数

⑰人々のつながり ソーシャル・キャピタルが蓄積された社会では、子育て世帯に対するやさしい風
土があり、地域から得られるサポートが多いため、有配偶率や出生率が上昇する。 消防団員数 刑法犯認知件数

（逆相関）
子育て支援関連
NPO 数

⑱伝統文化 伝統文化等を継承するためには住民相互の強いつながりが必要であり、定住を促
進したり、子育てにやさしい風土を生むため、有配偶率や出生率が上昇する。

京都府指定・登録無形文化
財・民俗文化財等の登録数 伝統的工芸品指定数

⑲子どもの頃の経験 結婚や子どもを持つことに対する肯定感は、親や身近な者から伝播している可能
性があり、それらは子どもの頃の経験を通じて生じると考えられる。 多子世帯割合 三世代世帯割合

⑳自治体サポート 自治体の子育て支援策により、子育ての経済的負担が軽減されるほか、情報提供や助言、
子育て世帯間の交流により、子育てに安心感を与えることができる。 地域子育て支援拠点数 児童福祉費（決算額）

（注）1. 評価要素のうち、企業数、件数、所得額
等の実数は、子ども人口当たり等の指標
に変換している

　　　2. 評価要素の「保育所待機児童数」は潜在的
待機児童を含む

　　　3. 評価要素のデータと作成方法については
資料編を参照

　図の右側では、評価分野を設定したロジックに基づき、市町村の評価分野の状況を計測し、評価分野と出生率と
の間の関係を検証する評価要素を設定しました。
　評価要素の候補として検討した指標は92個に及びます。その中から、データの信頼性、データ収集の継続性、主成
分分析によるデータのまとまり方を検証した結果、今回、採用した評価要素数は 49 個（重複を含む）となりました。

評価分野を測定する評価要素数は 49 個

１	

指
標
体
系
の
ロ
ジ
ッ
ク
と
デ
ー
タ



28 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

　「見える化」ツールを利用した施策に取り組むことによって出生率上昇を達成するには、子育て環
境を表す評価分野と出生率との間に因果関係が存在することが前提となります。
　そこで「見える化」ツールでは、データである評価要素を利用して評価分野を定量化し、評価分野
が原因、各出生構造を結果とする因果関係が存在するかどうか検証を行いました。

　評価分野が出生率に影響を及ぼすことを検
証するため、府内市町村を対象として、2018-
2021年の出生構造（年齢階層別女性有配偶率、
母の年齢階層別出生順位別有配偶出生率）を目

２ 評価分野の妥当性の検証

（1）検証方法
エビデンスの質を高める「総当たりの重回帰分析」の実施に取り組んだ

20-24歳女性有配偶率

30-34歳女性有配偶率
25-29歳女性有配偶率

35-39歳女性有配偶率

20-24歳第1子有配偶出生率

30-34歳第1子有配偶出生率

25-29歳第1子有配偶出生率

35-39歳第1子有配偶出生率

20-24歳第2子有配偶出生率

30-34歳第2子有配偶出生率

25-29歳第2子有配偶出生率

35-39歳第2子有配偶出生率

20-24歳第3子有配偶出生率

30-34歳第3子有配偶出生率

25-29歳第3子有配偶出生率

35-39歳第3子有配偶出生率

学生割合
（15-24 歳女性）

平均初婚年齢
（女性）

京都市ダミー

笠置町ダミー

（注）1. 説明変数には、20 の評価分野に加えて、女性の平均初婚年齢（有配偶出生率
に対してのみ）、学生割合（15-24 歳女性）を、評価分野の影響を得るための
条件を整えるコントロール変数として採用した

　　　2. 人口の規模効果等から、京都市と笠置町は、評価分野の値が他の市町村と大き
く異なることがあるため、両市町にダミー変数（０、１のどちらかをとる変数）
を設定した場合もある

図Ⅲ－3　重回帰分析の組み立て

⑫	保育サービス
（多様性）

⑪	保育サービス
（量的）

④	企業のサポート

②	交通利便性

①	職住近接性

③	男女の雇用均等

⑭	雇用の安定性

⑯	産業・職業の
多様性

⑮	産業活力

⑬	所得水準

⑥	住宅環境
（第２子以降）

⑧	生活利便性

⑤	住宅環境
（結婚・第１子まで）

⑦	安全・安心

⑨	外遊び環境

⑩	保健・医療環境

⑱	伝統文化

⑰	人々のつながり

⑲子どもの頃の経験

⑳	自治体サポート

コントロール変数等評価分野のスコア合計特殊出生率の出生構造による分解

〔説明変数〕〔目的変数〕

総当たりの総当たりの
重回帰分析重回帰分析

女性有配偶率

合計特殊
出生率

有配偶出生率

的変数（従属変数）、各評価分野を説明変数（独立
変数）とする重回帰分析を行いました（ 図Ⅲ－3  ）。
　重回帰分析で有効な結果が得られると、因果
関係が存在する可能性が認められます。

①重回帰分析の組み立て
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29 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

　地域データを使った回帰分析では、様々な交絡（説
明変数と目的変数の両方に影響を及ぼす回帰式の中
にない変数が存在したり、複数の説明変数が相互に
影響を及ぼし合う結果、見かけ上、因果関係が表れ
ること）が生じやすいと考えられます。このため、
あらゆる変数の組み合わせによって、出生構造に対
する評価分野の影響を分析すると、総合的に分析結
果の信頼性が高まるというメリットが生じます。

　20 の評価分野を先行する学術論文等に基づき設
定したため、今回の重回帰分析は、本来、評価分野
の一つ一つが出生率に影響を及ぼすかを調べる仮説
検証型の演繹的アプローチです。これを基本としつ
つ、総当たりの重回帰分析を実施することによっ
て、データから因果関係を探索するという帰納的ア
プローチに取り組むことにもなり、評価分野の妥当
性を頑強化できると考えられます（ 図Ⅲ－5  ）。

（総当たりのメリット）

図Ⅲ－4　総当たりの重回帰分析の方法（イメージ）

図Ⅲ－5　総当たりの重回帰分析のメリット

⑫	保育サービス
（多様性）

⑪	保育サービス
（量的）

④	企業のサポート

②	交通利便性

①	職住近接性

③	男女の雇用均等

⑭	雇用の安定性

⑯	産業・職業の
多様性

⑮	産業活力

⑥	住宅環境
（第２子以降）

⑧	生活利便性

⑦	安全・安心

⑨	外遊び環境

⑩	保健・医療環境

⑱	伝統文化

⑰	人々のつながり

⑳	自治体サポート

30-34 歳女性有配偶率

⑤ 住宅環境
（結婚・第１子まで）

⑬ 所得水準

⑲ 子どもの頃の経験

〔説明変数〕

評価分野のスコア

〔目的変数〕

　	学術論文等に基づく評価分野の
　	設定と重回帰分析による仮説検
　	証型の演繹的アプローチ

　	総当たりの重回帰分析による
　	データ探索型の帰納的アプローチ

評価分野の
妥当性の頑強化➡ ⬅︎

2 個から 7 個まで、
すべての組み合わ
せで検証

（約 220 万通りを分析）
　評価分野数は 20 に達するため、出生構造との因
果関係を一つの重回帰式で表すことはできません。
このため、いくつかの評価分野を説明変数として組
み合わせて複数の重回帰式を作成し、それらに表れ
る分析結果を調べていく必要があります。

　説明変数を組み合わせる方法はいくつかあります
が、本ツールでは20の評価分野を総当たりしました。
つまり、20 の評価分野から、二つから七つまでの評
価分野を説明変数として抽出し、すべての組み合わ
せを試しました（ 図Ⅲ－4  ）。
　分析した組み合わせのパターンは約 220 万通りに
上ります。

②総当たりの重回帰分析の実施

２	
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⑬	所得水準

⑲子どもの頃の経験

⑤	住宅環境
（結婚・第１子まで）

⑭⑭	雇用の安定性	雇用の安定性

⑥⑥	住宅環境	住宅環境
（第２子以降）（第２子以降）



30 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

　総当たりの重回帰分析を行った結果、２評価分野
以上が有効となる組み合わせは、女性有配偶率に対
して 138 通り、有配偶出生率に対して 378 通りで
した。
　分析結果を示す 表Ⅲ－1  及び 表Ⅲ－2  では、年齢
階層ごと、出生順位ごとに有効であった評価分野が
漏れなく表れるようにしつつ、主な結果を例示し
ました。
　「出現回数」は有効であった重回帰式に現れた評
価分野数の合計です。回数が多いと、組み合わせを
変えても有効な説明変数として出現するという点で、

その評価分野が出生率に影響を及ぼす可能性が高い
と期待されます。

　二つの表を合わせて見ると、20 の評価分野がす
べて、年齢階層別女性有配偶率、母の年齢階層別出
生順位別有配偶出生率のいずれかに対して有効な説
明変数になることがわかりました。
　このため、本ツールで設定した評価分野が表す子
育て環境の向上に取り組めば、地域の出生率が上昇
する可能性は高いと判断できます。

③重回帰分析の実施結果

表Ⅲ－1　主な重回帰分析の結果と評価分野の出現回数（年齢階層別女性有配偶率）
評価分野等
（説明変数）

女性有配偶率（目的変数） 出現
回数20-24歳 25-29 歳 30-34 歳 35-39 歳

①	職住近接性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 45
②	交通利便性 ○ ○ ○ 18
③	男女の雇用均等 ○ ○ ○ ○ ○ 36
④	企業のサポート ○ 1
⑤	住宅環境（結婚・第1子まで） ○ ○ ○ ○ ○ 20
⑥	住宅環境（第２子以降） ○ ○ 4
⑦	安全・安心 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 35
⑧	生活利便性 ○ ○ ○ ○ 21
⑨	外遊び環境 ○ ○ 2
⑩	保健・医療環境 ○ ○ ○ ○ 15
⑪	保育サービス（量的） ○ 7
⑫	保育サービス（多様性） ○ 3
⑬	所得水準 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 34
⑭	雇用の安定性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 65
⑮	産業活力 ○ ○ ○ ○ 25
⑯	産業・職業の多様性 ○ ○ ○ ○ ○ 31
⑰	人々のつながり ○ ○ ○ 17
⑱	伝統文化 ○ ○ 18
⑲	子どもの頃の経験 ○ 5
⑳	自治体サポート ○ 18
学生割合（15-24歳女性） ○ ○ ○ 22
京都市ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 58
笠置町ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 46
自由度修正済み決定係数 0.80 0.79 0.77 0.43 0.27 0.60 0.34 0.27 0.42 0.48 0.82 0.80 0.87 0.78 0.36 0.75 0.80 0.80

（注）1. 〇は、Ｐ値が 0.05 未満かつ標準偏回帰係数の符号がロジックと合致する評価分野である
2. すべての重回帰式の VIF は 10 未満である
3. 実施した重回帰分析の中から一部を例示した
4. 出現回数は有効であったすべての重回帰分析結果において現れた評価分野の合計である
5. これ以降の分析においては、年齢階層別の出現回数が０回に加え、1～ 3 回も無効な説明変数とする
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31 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール
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表Ⅲ－2　主な重回帰分析の結果と評価分野の出現回数
（母の年齢階層別出生順位別有配偶出生率）

評価分野等
（説明変数）

母の年齢階層別出生順位別有配偶出生率（目的変数）
20-24歳 25-29 歳 30-34 歳

第1子 第3子 第 1子 第2子 第3子 第 1子
①	職住近接性 ○ ○
②	交通利便性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
③	男女の雇用均等 ○ ○ ○ ○ ○
④	企業のサポート ○ ○
⑤	住宅環境（結婚・第1子まで） ○ ○ ○ ○
⑥	住宅環境（第２子以降） ○ ○
⑦	安全・安心 ○ ○ ○
⑧	生活利便性 ○ ○ ○ ○ ○
⑨	外遊び環境 ○
⑩	保健・医療環境 ○ ○ ○
⑪	保育サービス（量的） ○
⑫	保育サービス（多様性） ○ ○ ○
⑬	所得水準 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑭	雇用の安定性 ○ ○ ○ ○ ○
⑮	産業活力 ○ ○ ○
⑯	産業・職業の多様性 ○ ○ ○ ○
⑰	人々のつながり ○ ○ ○
⑱	伝統文化 ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑲	子どもの頃の経験 ○ ○ ○ ○ ○ ○
⑳	自治体サポート ○ ○ ○ ○
学生割合（15-24歳女性） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
平均初婚年齢（女性） ○ ○ ○
京都市ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
笠置町ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自由度修正済み決定係数 0.36 0.35 0.71 0.53 0.63 0.68 0.76 0.79 0.77 0.66 0.54 0.64 0.67 0.72 0.75 0.70 0.44 0.50 0.98 0.79 0.85 0.66 0.65 0.66 0.84 0.96

評価分野等
（説明変数）

母の年齢階層別出生順位別有配偶出生率（目的変数） 出
現
回
数

30-34歳 35-39 歳
第 2子 第3子 第 1子 第2子 第 3子

①	職住近接性 ○ ○ ○ ○ ○ 23
②	交通利便性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 115
③	男女の雇用均等 ○ ○ ○ ○ ○ 45
④	企業のサポート ○ 6
⑤	住宅環境（結婚・第1子まで） ○ ○ ○ ○ ○ 55
⑥	住宅環境（第２子以降） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 36
⑦	安全・安心 ○ ○ ○ 36
⑧	生活利便性 ○ ○ ○ 39
⑨	外遊び環境 ○ ○ 18
⑩	保健・医療環境 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 61
⑪	保育サービス（量的） ○ ○ ○ ○ 78
⑫	保育サービス（多様性） ○ ○ ○ ○ 22
⑬	所得水準 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 101
⑭	雇用の安定性 ○ ○ ○ ○ 99
⑮	産業活力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 99
⑯	産業・職業の多様性 ○ ○ 20
⑰	人々のつながり ○ ○ ○ ○ 59
⑱	伝統文化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 101
⑲	子どもの頃の経験 ○ ○ ○ 14
⑳	自治体サポート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 112
学生割合（15-24歳女性） ○ ○ ○ 27
平均初婚年齢（女性） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 109
京都市ダミー ○ ○ ○ ○ ○ 71
笠置町ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 185
自由度修正済み決定係数 0.86 0.92 0.95 0.92 0.96 0.97 0.45 0.84 0.65 0.81 0.72 0.67 0.43 0.69 0.82 0.62 0.49 0.58 0.64 0.47 0.49 0.28 0.60 0.90 0.93 0.73 0.79

（注）1. 〇は、Ｐ値が 0.05 未満かつ標準偏回帰係数の符号がロジックと合致する評価分野である
2. すべての重回帰式の VIF は 10 未満である
3. 実施した重回帰分析の中から一部を例示した
4. 出現回数は有効であったすべての重回帰分析結果において現れた評価分野の合計である
5. 20-24歳の第 2 子は、有効な分析結果（回帰式）が得られなかった
6. これ以降の分析においては、出生順位別の出現回数が 0 回に加え、1～3 回も無効な説明変数とする



図Ⅲ－6 　評価分野の影響力レーダーチャート
（重回帰分析の標準偏回帰係数の平均値）

32 京都府 地域子育て環境「見える化」ツール

　評価分野を向上する施策形成に当たって、どの評
価分野の向上に取り組めば出生率上昇の効果が大き
いのかは重要な情報になります。
　重回帰分析では、説明変数が変化したときに目的
変数がどの程度変化するかという「関係の強さ」を
示す統計量は標準偏回帰係数です。

　本ツールでは、総当たりの重回帰分析を行ったた
め、有効となった分析結果の数は女性有配偶率に対
して 138 通り、有配偶出生率に対して 378 通りに
上ります。そこで、女性有配偶率と有配偶出生率で、
各評価分野がどれくらいの「関係の強さ」を持つか、
標準偏回帰係数の平均値を試算しました。 図Ⅲ－6  
がその結果です。

④評価分野の向上による効果の大きさ
評価分野と出生構造の間の関係の強さを調べる

①職住近接性、②交通利便性、
③男女の雇用均等、⑪保育サー
ビス（量的）、⑬所得水準、⑭雇
用の安定性、⑱伝統文化、⑲子
どもの頃の経験、⑳自治体サポー
ト等で、標準偏回帰係数が大き
くなる傾向がみられ、これらの
評価分野の向上に重点的に取り
組むと高い効果が得られると見
込まれます。

大半の評価分野は、女性有配偶率
と有配偶出生率の両方に対して影
響を及ぼしています。また、女性
有配偶率に対する標準偏回帰係数
の平均は0.51、有配偶出生率に
対する係数平均は0.46といずれ
も十分な効果が期待できる水準と
なっています。

女性有配偶率 有配偶出生率

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.2
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職住近接性
① ②交通利便性

③男女の雇用均等

④企業のサポート

⑤住宅環境（結婚・第１子まで）

⑥住宅環境（第２子以降）

⑦安全・安心

⑧生活利便性

⑨外遊び環境
⑩保健・医療環境⑪

保育サービス（量的）
保育サービス（多様性）⑫

所得水準⑬

雇用の安定性⑭

産業活力⑮

産業・職業の多様性⑯

  人々のつながり⑰

伝統文化⑱

子どもの頃の経験⑲
自治体サポート⑳


